様式１

	一般社団法人日本木質バイオマスエネルギー協会指定用紙

	整理番号
	―　　―　　―


バイオマス利用装置仕様等確認申請書

	平成30年３月31日

経済産業省告示第69号の別表
	番　　号
	３

	
	名　　称
	１ 木質バイオマス発電設備 ・ ２ 木質バイオマス熱供給装置


                                      　　　　　　　　　　　　　　　   （該当する名称についていずれかに○）
	当

該

設

備

の

概

要
	定格出力 ※１
	　　　　　　　　　　　　　　　（ｋＪ/h・kcal/h・ｋW）　（単位はいずれかに○）

	
	燃
料
の
仕
様
	形　態
	チップ　・　ペレット（ホワイト・全木・バーク）　　　　　　　 （いずれかに○）

・その他（具体的に記載　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　

	
	
	消費量
	約　　　　　　　　　　　　（kg/h　・　t/h）　（単位はいずれかに○）

	
	
	含水率
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

	
	設置場所
	（事業所名）

	
	
	（所在地）


（注1） ※１について、メーカーのカタログ及び仕様書等、仕様を確認できる資料を添付すること。
（注2） 別紙（申請に係るボイラー等設備の仕様（設備概略図、写真等））を添付すること。
	共通要件
	必須
	対象設備の用途
	使用する燃料について、未利用材等（※２）の使用割合が８０％を超えると見込まれるものか
	1.該当   2.非該当

	
	必須
	同時に設置される設備 
	主として建設廃材を利用する場合にのみ必要な以下の機器が特例の対象経費に含まれていないか
	1.該当   2.非該当

	
	
	
	設備の詳細
	同時に設置される磁選機
	1. 無     2. 有 

	
	
	
	
	同時に設置される金属探知機
	1. 無     2. 有

	
	
	
	
	同時に設置される、その他主として建設廃材利用する場合にのみ必要な機器と認められるもの（具体的に記載）

（具体的に記載　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1. 無     2. 有

	発電設備
	必須
	発電出力
	対象設備の 発電出力が２万kW未満
	1.該当   2.非該当

	
	選択
	設備利用率
	設備利用率（※３）が８０％を超えると見込まれるものか
	1.該当   2.非該当

	
	選択
	熱電併給
	発電を行う際に生じた熱を発電と同時に利用しているか
	1.該当   2.非該当

	
	選択
	資本費の低減
	対象設備の発電出力が2,000kW未満の場合の資本費が６２万円/kW以下/

　　　2,000kW以上の場合の資本費が４１万円/kW以下であるか
	1.該当   2.非該当

	熱供給装置
	必須
	熱供給能力
	熱供給能力（発熱量）が160GJ/h未満であるか
	1.該当   2.非該当

	
	必須
	熱効率
	ボイラーの熱効率が８０％を超えているか
	1.該当   2.非該当


（注3） ※２とは、「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に基づく間伐材等の「間伐材等由来の木質バイオマス」及び製材等残材等の「一般木質バイオマス」を指し、PKS等の「農作物残さ」及び「建設資材廃棄物」は除く。

（注4） ※３とは、年間発電量（当該設備を事業の用に供した日から起算して１年間の発電量）の当該設備の発電出力に年間総時間数を乗じて計算した発電量に対する割合をいう。
（注5） 燃料の使用状況及び設備利用率の確認にあたっては、事業の用に供した日から起算して1年間及び供用開始年の翌年の1年間について、様式２「バイオマス利用装置仕様等確認に係る木質バイオマス使用状況報告書兼確認書」の提出が必要となる。

西 暦　 　　年　 　月　 　日


（一社）


日本木質バイオマスエネルギー協会





印





右記申請者から申請のあった本確認申請書の記載事項について、添付書類の内容と矛盾がないことを確認しました。





西 暦　 　年　 　月　 　日


申請者の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


申請者の所在地　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　


代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印　　


連絡先(電話番号)　　　　　　　　　　　　　　





上記記載事項について、誤りがないことを確認し、確認書の交付を申請します。


なお、燃料の使用状況及び総発電量（設備利用率で「該当」を選択した場合に限る。）については別途、様式２にとりまとめのうえ提出します。








